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厚生労働省所管独立行政法人が実施する業務
1   に関する各国の状況



諸外国において国立健康口栄養研究所に相当する機関の概要 (
ヽ′

国名 機関名
組織
形熊

人員 機関概要

米国
National lnstitute of Health

(NIH),DHHS
国立

約 18,000

(うち研究者約
6,000)

世界最大の医科学・健康に関連する国立研究組織 (米国保
健福祉省管轄の27研究所の複合体)であり、基礎研究、臨床
言式験、エビデンスレビュー、1青幸反発信、ファンディングエージェ

ンシー (研究費の
1配
分、審査等)の機能を併せ持つ。食事摂

取基準、各種ガイドライン、ヘルシーヒープル2010、 サプリメ
ント等の問題に関する研究を直接的日間接的に実施してい

る。

オースト
ラリア

CSIRO Human Nut面 tion
Centre,COmmOnwё alth
Scientific and lndustrial

Research Organisation

国立 約 6,500人
産業振興を促進させるとともに、人類と地域の健康を向上さ
せるため、人間の栄養に関して公衆衛生、運動生理学、消費
者心理など多面的に捉えて研究を実施する機関。

英国
Medical Research Council

(MRC)

準国立
(公的資
金による
運営 )

約 4,000人

人々の健康づくりを目指した医学研究推進を目的とする研究
機関。研究助成事業も積極的に進めている。特に、
EpidemiO10gy Unた は、身体活動関係の大規模調査を実施し
ている。また、CollabOra」 ve Centre for Human Nutrに lon
Researchも 、栄養関係で国際的に重要な役割を果たしてきた
実績をもつ。

フィンラン
ド

National lnstitute of Health

and Welfare
国立 約 1:400人

Natlonal Public Health lnstitute(KTL)と National Research
and Deψ elopment Centre for Welfare and Heathが 統合して
2009年 1月 に設立された国立研究所 (管轄 :保健福祉省 )。 国
民の健康増進・福利向上および疾病予防を目的とした研究
業務を実施している。

フランス
French lnstitute for Pub‖ c

Health Surve‖ lance  、
国立 糸旬384ノ｀

厚生省の指示のもと、国民健康調査および疾病サーベイラン
スを実施する機関である。



ドイツ
Federal Research institute

of Nutr!tion and Food
国立 約 135人

食品分野における健康 J消費者保護に関わる研究を実施す

る国立研究所である(管轄 :食品・農業→肖費者保護省)主な

研究分野に健康食品の栄養評価、食品加工法の開発、野

菜・動物性食品の品質保持、国民の所栄養改善に向けたア
プローチおよび栄養に関する情報発信の強化があげられる。

オランダ
National lnstitute for Public

Health and the Environment
国立 約 1,500人

国民の公衆衛生改善および健康で安全な生活のための環

境改善を目的として研究を実施している国立研究所 (管轄 :

福禾1・ 厚生・スポーツ省 )。 これらの研究を通じて政府への政

策提言を行つている。この一部 F弓である Centrё for Nut百Jon
and Heatthが栄養分野の研究および国民栄養調査 (特に、食

事摂取調査 )を実施している。

ベルギー
Scientific lnstitute of Pub‖ c

Health
国立 約 500人

政府の健康政策に関わる科学的研究を実施する国立研究
所であり、公衆衛生分野の公的サービスも提供している。こ

の他、主な活動に感染症/非感染性疾患のサーベイランス
等があげられる。

ノル

ウェー
丁he Norwegian lnstitute of

Public Health
国立 約 860人

特に、疫学、精神保健、感染症コント回―ル、環境医学分野
の研究を通じて、国民の公衆衛生向上を目的とする国立研
究機関 (管轄 :社会保健省)である。

ベトナム
National lnstitute of

Nutrition
国立 約 130人

1980年に設立された単独の国立栄養研究所 (管轄 :保健省 )
である。栄養、食品科学、臨床栄養の分野の研究、研修およ

び同国各地で地域ベースのプログラムを実施している。これ
らの活動の中でも国民栄養調査は政府の栄養政策 (例 :食
生活指針)への提言および様々な栄養問題のモニタリングに
おいて重要な位置づけをもつ。

マレニシ

ア

Institute of l⊃ ublic Health,

Ministry of Health
国立 糸勺 102ノて

公衆衛生院は保健省管轄下の国立研究所であり、その一部
門であるNut画Jon Research Di宙 sionが栄養・食品安全分野
の研究および研修を行つている。公衆衛生院は同国で10年

に 一 度 、実 施 され て い る NaJonal Heaに h Morbidた y Surveyの

実施機関であり、Nut門Jon Research DivisiOnは 栄養調査を
担当している。



(独)労働安全衛生総合研究所に係る海外の類似事業  |(独
)労働安全衛生総合研究所

|

国名 事業内容 予算 人員 実施主体 特記事項

米国 ○労働安全衛生研究/災害防止に関する勧告

○労働安全衛生研究・教育訓練の振興 (補助金

等の交付 )

○教育・情報提供

○保護具等の試験・認証等

約 270億円

(2009年 度)

1,242人 国立労働

安全衛生

総合研究

所 (N10SH)

欧州では、英・独・仏のほ

か、スペイン、イタリア、ベ

ルギー、オランダ、デンマー

ク、ノルウエー、フィンラン

ド、チェコ、ポーランドに同

様の研究所が設置されてお

り、これらの研究所が加盟す

るネットワマク組織が設けら

れている。

また、アジア地域において

は、日本のほか、韓国、中国、

台湾、マレー
'シ
ア、タイ、フ

ィリピン等においても同様に

研究所が設置されており、数

年前より、アジア地域労働安

全衛生研究機関会合が開催さ

れている (H21.10に 第 3回会

合が中国・北京で開催 )

英国 ○労働安全衛生研究

○災害調査及び原因分析
ヽ

○その他のサービス (助言 日本目談、危険性評価、

訓練等 )

約 55億円

(2009年 度 )

384人 国立安全

衛生研究

所 (HSL)

ドイツ ○労働安全衛生研究

○情報提供/相談・援助サTビス

○設備・機材のリスク評価・安全認証

約 70億円

(2009年度 )

621人 連邦労働

安全衛生

研究所

(BAuA)

フランス ○労働安全衛生研究

○技術的・医学的支援

○情報提供

約 100億円―

(2010年 度 )

約 650人 国立労働

安全研究

所 (INRS)



諸外国における高齢者の就業促進施策 (独 )高齢・障害者雇用支援機構

項 目 ドイツ フランス アメリカ イギリス

事業名 中高齢者向けの職
業継続訓練の促進

(Fbw)

高齢労働者の賃金
補償 (EGS)

中高年者・統合助
成金 (EGZ)

中高齢者統合バウ

チヤー (EGG)

「
被用者の職業人
生にわたる訓練機
会」に関する全国業
種横断的協約

雇用主導契約 (CI
E)

不1哉者と疎用
'る使用者に対する逓

減支援 (ADE)

高齢者地域社会
サービス雇用事業

ニューディール50

プラス(New Deal
50+)

対象者
適用範囲

従業員250人未満
の企業の満45歳以
上の労働者でF4u業
継続訓練に参加す
る者

50歳以上の失業者
で失業給付の受給
残日数が120日 以
上ある者

事業主 事業主 全ての企業の全被
用者

事業主 事業主 55歳以上で低所得
の者

50歳 以上で、本人
又は配偶者が求職
者給付 (拠出制及
び所得調査制)、 就
労不能給付などを6
か月以上受給して
いる者。なお、プロ

グラムヘの参力日は

任意。

事業主

・同1練期間中の訓
練受講料、交通
費、子の養育費、
泊り込みの場合の
宿泊・食事費用を
支給。

。再就職した対象者
は、失業前の手取

賃金と新たな職の

手取賃金の差額の
一部 (1年 目50%、
2年 目30%)を補填
する。2年間受給可
能。
・2011年 1月 1日 以
降は、それ以前に

請求権が発生した

場合のみ支給さ
れ、遅くとも2012年
12月 31日 に終了す
る。

・50歳以上で採用

前に6か月以上失
′

業していた者を雇
い入れる事業主に

対し、対象労101者
の賃金の30～ 50%
を支給。支給期間
は12～ 36か月。
・ただし、1年ごとに

助成は最低10%減
額 (2010年 12月 末
日までに届けられ
たものについて有
効)。

・50歳以上で12か

月以上失業してお

り、受給残 日数が
120日 以上ある者
を、社会保険力日入
義務のある、週最
低15時間以上の労
101に 1年以上雇い

入れる事業主に対
して、統合助成金を
支払う約束手形。

。フランスの企業

は、被用者への訓

練機会の付与が法

律で義務づけられ
ており、労使が高齢

労働者・熟練労働
者のための様々な

印練参加権を労働
協約で規定し、被
用者の訓練への参
加を促進。
(例 )

45歳以上か20年

以上の職務経験が

ある被用者で動続 1

年以上の者は、優
先的に技能検定を

受講できる他、時間
外の職業訓練を受

講する場合は、給
与の50%相 当の教
育ヨ1練手当が企業
から支給される。

・雇用局とCIE協定
を結び、高齢者や

障害者等就職に困

難を抱える者をCI
Eに基づいて雇用
した事業主に対し、

最低賃金 (SMIC)
の47%を上限に、
最長2年間の賃金

補助を実施。

・50歳以上か失業

期間12か月以上の

失業保険給付受給
者を、期間の定め
のない雇用契約 (C
DI)又 は12～ 18か

月の有期雇用契約

(CDD)により雇用
した企業に対し対

象者の賃金助成を

実方L(最長3年
間)。

・り11 月」フテ
"文

り1寸ムP丁目

定を受けた非営利

団体が、事業の全

経費は連邦政府の

負担で、事業を実
施。
・対象者は、最低賃
金相当の賃金を得
ながら週20時間程

度、福祉サービス

業に従事。

公共職業安足所

(ジョブセンター・十

プラス)で、プログラ
ムを通して同一の
パーソナル・アドバ

イザーが対象者に

対し、就職促進の

ため、職業相談に

応じ、履歴書の書き
方の指導、訓練機
会の提供、ボラン

ティアの仕事の提
供等を実施。
・このプログラムの

対象者を採用した

事業主は対象者の

在職訓練のための

訓練補助金の受給
が可能。

・年齢差別是正キャ
ンペーンであり、

ウェブサイト上で政

府の年齢差別是正

政策や好事例につ
いての情報提供等

を実施。

実施主体 公共職業安定所 公共職業安定所 公共職業安定所 公共職業安定所 労働基準監督署、
公共職業安定所

全国商工業雇用運

合及び地域商工業
雇用協会

り11・地方政府や指
定を受けた非営利
団体

公共職業安定所
(ジョブセンター・プ
ラス)

事務局は雇用年金
省に置かれている。

資料出所 :・」ILPT「データブック国際比較2009J
・厚生労働省「2005～ 2006海外情勢報告」
・ドイツ連邦労16Jl社会省「社会法典概論」(独文)



諸外国における障害者雇用施策 (独 )高齢・障害者雇用支援機構

項 目 ドイツ フランス アメリカ イギリス

1.障害者雇用に関する制度

(1)雇用率制度

・企業及び官公庁の重度障害者雇
用について一定割合の雇用義務を

課し、雇用を促進

現行5%

。企業及び官公庁の障害者雇用の

義務化

現行6%

・雇用率制度なし ・雇用率制度なし

2)負担金の徴収方法 ・州の社会統合事務所が、雇用率の

達成状況により、負担調整賦課金を
事業主から徴収する。

・使用者は、毎年雇うべき障害者 1人

につき決められた拠出金を障害者
職業編入基金仏GEFIPH)に納付す
る。

(3)助成方法 。州の社会統合事務所は負担調整
賦課金の30%を連邦の負担調整賦
課金基金に納付。州の社会統合事
務所は、負担調整賦課金を用いて、
障害者の必要に応じて職場を改築
したり設備を整備する費用や障害者
を雇用するために特別に大きい支
出を必要とする場合の費用等に援
助する。

・AGEFIPHが拠出金を使用者から
徴収し、一般雇用されている障害者
の賃金保障、就業している障害者や
その使用者に対する訓練、雇用継
続のための資金、職場改善のため
の資金として助成している。

2.施策の概要
(1)職業評価。本目談サービス

・職業安定所に、障害者のための特
別職業相談部門を設置(情報提供、
相談等の実施 )。 また、社会統合専
門機関の専門家による職業評価等
を実施。

。各県に設置される障害者権利。自
立委員会(CDAPH)が障害者の判定
を実施した後、雇用、保護的就労、
訓練等進路の指導を行う。

。一般向けの援助を障害者にも適用

(地域雇用事務所で専任の障害者
担当者を配置)
。障害者向けに準備されたもの(職業
訓練、評価、カウンセリング、生活
費、介助費の支給、職業紹介等、企

業との連携による職リハサービスの

提供)
・自営援助(自 営する場合の立上げ

資金援助、中小企業庁による障害
者援助融資基金)

。ジョブセンタープラスの障害者雇用
アドバイザすによつて実施
・雇用評価 (技能や能力、職業経
験、適した仕事)によつて障害者の
能力と適性を明確にする。
・評価結果をもとに、雇用目標を設
定し、日標達成のためのアクション
プラン (副‖練、職業準備プログラム

等)をたてる。

(2)職業訓練 ①青少年職業副練センター(若年障
害者を対象)
②離職者職業訓練センター(中途障
害で元の職業につけない成人障害
者対象)
③企業内副‖練(連邦雇用機構の支
援により障害者が参加)

。障害者の専門訓練センター(CRP)
と下般の成人職業訓練校
民間CRPの大半 (約 80校 )が障害
者リハビリテーション施設事業連合
会 (FAGERH)にカロヌ、。FAGERHと
成人職業訓練協会 (AFPA)は 、
2006年 6月 、障害労lll者へのサービ
スを協力して提供する旨の合意文
書に署名している。

・職業訓練パートナーシップ法に基
づく事業所内副‖練
。リハビリテーション法に基づく職業
副1練

。一般の職業訊1練への参加条件緩
不日

・障害者のための職業訓練サービス

環境を整えた施設内で専門のス
タッフにより個々のニーズに合わせ
た訓練 (最長12ヶ月)を実施。



項 目 ドイツ フランス アメリカ イギリス

(3)企業に対する施策 ・障害者雇用に必要な費用の補助
・重度障害者を雇用した場合一定期
間の賃金補助 (統合助成金の一環 )

・障害者雇用に必、要な費用の補助
。合理的配慮の義務化及びその免

除に関する要件 (不釣合いな負担 )
を規定

・差別禁止 (リハビリテーション法に基
づくもの、障害をもつアメリカ人法

(ADA)に基づくもの、州及び地方自
治体の公正雇用法に基づくもの)
・雇用主への税控除

・差別禁止(障害者差別禁止法

(DDA)に基づく)
・障害者を新たに雇用する事業主に

試用期間中の賃金を助成する職業

導入制度
。障害者が仕事をする上で必要な職
場環境整備などの費用を補助する

職業アクセス

(手話通訳者、朗読者、学習障害の

特別コーチ、仕事をスムーズにする
特別な装置、特別の通勤費 )

3担 当機関 ・労働社会省
障害者に関する法律、障害者の職
業参加を担当
・社会統合事務所
社会統合事務所(各州にあリリ11に

所属)一社会法典第9編に基づき負
担調整賦課金の徴収と配分・障害
者の解雇からの保護
・連邦雇用機構 (公法人)
実施機関である職業安定所で失
業給付、職業相談、職業指導、職業
紹介及び職業訓練の実施、各種助
成金の支給。
・社会統合専門機関
州の社会統合事務所、リハビリ
テーション担当機関からの委託を受
けて、重度障害者の評価・本目談、雇
用主の支援、職場開拓などを担当
する独立の第3者機関。

・労llJl・ 連帯・公務省労働総局
労働及び雇用の地方局、雇用機
構 (Pde Empld)、 成人職業副練協
会 (AFPA)等 のネットワーク組織を
運営。
・成人職業訓練協会 (AFPA)、 障害
者リハビリテーション施設事業連合

会 (FAGERH)
障害者への職業訓練サービスを

提供。
・障害者職業編入基金 (AGEFIPH)
労lFl法典の規程により創設された

団体。雇用率制度で納付される拠

出金の徴収・分配。
・障害者権利・自立委員会
(CDAPH)
県単位に設置され、障害者のため

の施策の全体調整、障害状態を認

定し、職業訓練、一般雇用、保護雇

用等の方向を指導。

・労lll」省障害者雇用政策局

労働力投資法、職業訓練パート

ナーシップ法を所管。
・ワンストップキャリアセンター (全国
に配置された雇用関係の総合窓口)

初期相談を担当し、職業評価、職

業副練、職業紹介などの専門サー

ビス機関につなぐ。
・教育省リハビリテーションサービス

局(リハビリテーション法に基づく

サービス等を担当、州段階では、州

職業リハビリテーション事務所が管

轄)

。ジョブセンタープラス

雇用年金省所管。障害者雇用支

援サービス(職業紹介、職業リハビリ
テーションサービス、雇用関連給付 )
を実施。

資料出所 :独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構「障害者職業総合センター資料シリーズNo41諸外国における障害者雇用施策の現状と課題」(2008年4月 )を一部修正



(独 )労働政策研究・研修機構

諸外国における労働政策研究機関について

国名 イギリス アメリカ ドイツ フランス E∪ 韓国

機関の名称

ビジネス・イノベー
ションロ技能省 雇用
市場分析研究部門

労働省労働統計局
(BLS)   :

労働市場・職業研究
F~F(IAB)

教育・副1練・雇用セン

ター
(CEREQ)

欧州生活・労働条件

改善財団(圧∪財団 )
韓国労働研究院
(KLI)

事業内容

労働市場、労使関
係t雇用における機
会均等に関連した政
府の政策立案に貢献
する研究

政策決定に資する労
働市場、労働条件、
物価等に関する情報
を収集、分析し、広報
すること

雇用・職業訓練等の

実態調査結果を通じ
て労働政策に貢献す
るとともに、調査結果
をメディアを通じて広
く公開

職業訓練と雇用の関
係に関する研究、統
計調査による中央 J

地方の行政機関の

政策立案と運営支
援、労使 (ソーシヤル
パートナー)が実施す
る教育訓練及び人事

労務管理サポート

生活条件、労働条
件、労使関係に関し
E∪加盟各国間の比

較研究、分析

労働政策に係わる調
査研究。行政に要請
される労働分野の総
合的研究。要請に応
じ法案も作成

職 員
2,393人

(2010年 )

299ンk
(2009年 )

120人

(2010年 )

89ノヽ

(2008年 )

51人

(2010年 )

実施主体 国 国 公的機関 公的機関 公的機関 公的機関



(独 )労働政策研究・研修機構

諸外国における労働職員研修機関について

国名 アメリカ ドイツ フランス

機関の名称
労働省人的資源センター

Human Resource Center
労1動省各部局の
下raining Center

ドイツ連邦行政研修所

(FHBund)
国立労働雇用職業訓練研

修所 (INTEFP)

事業内容

―新規採用職員研修(導入
教育,オリエンテーションを含
む)
一資格向上研修
―職員資質向上研修
―管理職研修
―キヤリア・カウンセリング

専門分野の基礎知識、政策
や法律に関する知識に関す

る研修

各種専門行政分野につい
て研修を実施

雇用連帯住宅省の労働基
準、雇用、職業訓練の業務
を担当する職員のための研
修を実施

人員 354人 80人

実施主体 国 国 国 公的機関



(独 )雇用・能力開発機構諸外国の職業訓練 (失業者を対象としたもの)の比較

イギリス フランス ドイツ

制
度

の
概
要

○ニューディール
ジ∃ブセンター・プラスを通じて、主
に失業給付受給の若年失業者、長期失業
者を対象に、パーソナルアドバイザーに
よる一貫した就職支援とその中での訓練
を実施。

実績 :若年朱業者78万人、長期失業者
5.5万人 (2008年 8月現在)

実施機関等 :国 (ジ ョブセンター・プラ
ス)が制度を管理運営し、民間機関等が
訓練の実施を担当。

0矢業者同け]|1練
職業安定所に登録した求職者を対象
にt個展の計画に基づき、再就職支援と
その中での訓練を実施。
実績 :18.4万人が訓練を受けつつ手当を
受給。 (2007年 )

○特殊な雇用契約による訓練
16-25歳の若年者、26歳以上の求職
者を対象に、企業負担で、就業B吉間の 2
5%以内で訓練を受講し、資格取得や就
職 。再就職を目指す。
実績 :22万6千人 (2000年 )

実施機関等
国 (経済産業雇用省)が制度を管理運営
し、主に以下の機関が副|1練の実施を担
当。
・全国成人臓業∃練協会 (AFPA) ´
国、経営者、労組代表により運営。約
130の訓練センターを運営
職業訓練 (失業者の職業訓練が中
心)、 オリエンテーシ∃ン、人事関連の
コンサルティング活動等を行う。
・民間職業ヨ|1練機関

0矢栗首回 |フ副|1練
失業者を対象に、訓練機関によって提
供されているコースを禾」用して4～ 12ヶ
月の訓練を実施。連邦雇用庁が手当・宿
泊費用を負担。

実績 :31万8,123人 (2002年 )

実施機関等  |
国 (連邦雇用エージェンシァ)が制度の
管理運営を行い、職業団体、民間教育訓
練機関、企業及び雇用者団体付属の訓練
機関に訓練の実施を委託。

資料出所 :日本労lll研究機構 (2003)「 教育訓練制度の国際比較調査」等



: I C蛉 労働者健康福祉機構
|

(独)労働者健康福祉機構 (労災病院事業)に係る海外の類似事業

国名 事業内容 人員 実施主体 特記事項

米国 ・じん肺について、連邦健康福祉省健康資源・サ

ービス局 (HHS/HRSA)指定の「じん肺重点病院

(Black Lung Clinics)」 において、じん肺患者支

援策 (医療行為、教育、リハビリ等)を実施。

・これら病院における患者 (じん肺患者証を所持

する者)の診療費は、連邦政府が負担。

(※  労災専門病院は存在せず一般の病院 (公
営・民営)において治療を行う。)

ドイツ ○労災保険組合 (法律上の労災保険

の保険者)に よる病院の設置

○可能な限りの早期治療と、労災に

関する専門・効果的かつ特別の治療

サービスの実施

○治療の初期段階からの職場への

早期復帰を目指した各種リハビリ

テーションの実施

労災保険組合 (約

40団体、法律上

の行政機関)

職業病専門病院 2施設、災害専門病院 9施設が設

置されている。

なお、災害専門病院については、最先端の機器を

有し、重傷やけど・複雑骨折等の災害に専門特化

した救急病院であり、大部分の患者は交通事故・

スポーツ (スキー等)等労災以外である。

イタ リア ○診療所 (メ ディカルセンター)に

おける外来療養の実施

○整形外科、眼科、耳科、神経病、

外科、血清予防、破傷風予防に関す

る実施可能な診断や専門的措置の

実施

約 600人 (職員

である労働医

学・法医学の専

門医が常駐)

全国労災保険公社

(労災保険の制度

管理運営機関、 2

50の支局にある
メデイカルセンタ

ーが実施 )

全国労災保険公社の支局にあるメディカルセンタ

ーでは、初期治療に必要な医療器具・設備を有し、

複雑困難な治療が生じた場合、専門病院へ紹介す

るなどの措置を講じている。

治療費は保険料により賄われている。



(独)労働者健康福祉機構 (賃金立替払い事業)に係る海外の類似事業

国名 事業内容 実施主体 特記事項

米国 ○未払賃金の立替払の実施

(要件 )
・企業が事業を停止し、かつ賃金を支払う財政能力を有して

いないこと

(範囲 )
・すべての労働者
・事業停止前 60日 以内の通常賃金 (金額上限あり))

り11(労働産業局 ) (オ レゴン州)

事業開始 :1985年
財源負担 :事業主

英国 ○未払賃金の立替払の実施

(要件 )
・法律上の倒産

(範囲 )
・雇用契約が終了した労働者
口倒産日前の 8週間分を超えない賃金、各種保証金 (金額上
限あり)

ビジネス・イノベーショ

ン技術省

事業開始 :1975年
財源負担 :事業主、労働者

ドイツ ○未払賃金の立替払の実施

(要件 )
・法律上の倒産、事実上の倒産

(範囲 )
・すべての労働者 (家業従事者除く)
・破産手続前の最後3ケ月分の労働のすべての対価 (金額上
限あり)

連邦雇用機関

(具体的支払事務は地方

の労働局 )

事業開始 :1974年
財源負担 :事業主

ンラフ
　
ス

○未払賃金の立替払の実施

(要件 )
・法律上の倒産

(範囲)
・すべての労働者
・倒産手続開始前及びその後一定期間内の賃金、賞与、契約

解除保証金等 (金額上限あり)´            :

全国商工業雇用連合 (労

働者債権保障制度管理協

会 (使用者団体設置)か

ら委託 )

事業開始 :1973年
財源負担 :事業主



○ 我が国では、個人及び民間医療‐機関(医療法人)が病院数で7割、病床数で5割超を|
占めており、日1本の医療の中核を担つていえ
○ 米国では、民間病院の比率が高い

=■
O‐ ドイツ甲フランスでは、施設数1嘲対床数とも1

11llil

私立

- 70,459(1509る
)

民間(非営利含む) .民間 (非営利含む )

濶 下 聯 丁 幽 ギ融5,728    幽 2_

(65.1%) 公立・公益

397,71o
公立 `公益
~~~~ (85.0%)

国 公`的      499,423    甲 =りllittr体    国・り11,自 治体

油儀)~~躾漑
~~鰤 ~~鷲

諏

日本(施設数)日本(病床数) 米国    米国    ドイツ‐  ドイツ   フランス
(施設数) (病 床数) (施 設数) (病 床数) (施 設数)

フランス

(病床数)

注:日本の「国・公的」は、国立、公立、独法、日赤、済生会、共済組合等。「その他」は、民法法人、学校法人、社会福祉法人等。ドイツの「公益」とは教会系等の社会奉仕団体。
(出所)平成20年医療施設調査(厚生労働省統計情報部)。 アメリカ医療関連データ集【2009年版】、フランス医療関連データ集【2009年版】、ドイツ医療関連デT夕集【2009年版】(医療経済研究機構)。



①lll日■本| ②ll米 ||.:国
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審査 機 関 医薬品医療機器総合機構
(PM DA)

食品医薬品庁
(FDA)

欧州医薬品庁
(EMA)

自貝人 605人 (2010年度 )
(うち審査部門 389人 )

(うち安全対策 123人 )

4,911人 (2009年度 )
CDER(医薬品審査研究センター)、 CBER(生物学的製
品審査研究センター)、 CDRH(医療機器放射線保健セ
ンター)の合計

(注 )FDAでは審査とともに研究等も行つている。

約470人 (2008年 )
(注 1)動物用医薬品担当者を含む庁全体の人数
(注 2)審査時には加盟国の審査担当部局から推薦され
た4,500名 を超える各国の専門家ネットワークを活用

審査体制等 新薬審査5部、生物系審査2部、医療機器

審査2部、安全2部等の体制
新薬CDER、 生物学的製剤CBER、 医療機器CDRH
の体制

ヒト用医薬品開発・評価部門の下に、特別領域部、医薬
品安全性有効性部、医薬品品質部の3部を置く体制

年 間 予 算

(日 は2009年度、
米は2008年度、
欧州は2008年 )

約145億 円

(うち国費約 7%、 約 10億円)
(審査等勘定)

約1,190百万ドル (約 1,071億 円)
(うち国費約 63%、 約 746百万ドル

(約 671億円))
(CDER、 CBER、 CDRHの 合計 )[1卜

・
ル90円で換算 ]

約 183百万ユーロ (約 229億円 )

(うち国費約 25%、 約 46百万ユーロ

(約 58億円))
(EMA全体)[1ユーロ125円で換算]

新薬審査期間実績 優先:119月 、通常 :19_2月

(2009年度 )

優先 :6.0月 、通常 :13.0月

(2008年度)

審査手数料
(日 、米は2009年度、
欧州は2009年 )

約3,600万円 (新薬 )

約100万 円 (後発薬 )

約 1,247千ドル (約 1億 1,200万円)(新薬 )

約703千 ドル (6,300万 円)(後発薬 )
[1卜句レ90円で換算]

約3o8千ユーロ(約 3,900万円)(新薬 )

約135千ユーロ(約 1,700万円)(後発薬 )
1[1ユーロ125円で換算 ]

承 認 件 数

(日 は2009年度、

米は2008年度、

欧州は2008年 )

医薬品 1医療機器
107件※11  36件※2

(※ 1)新薬の件数。
(※2)新医療機器の件数。

CDER  I CBER I CDRH
80件真31 60件※41 23件※5

(※ 3)新薬の拝数。
(※ 4)生物学的製剤 (ワクチン等、一部医療機器を含
む)の件数

:の件数。(※ 5)新医療機器

医薬品
60件※6

(※ 6)新薬の件数。

l 医療機器
:

|(注 :医療機器審査は行つていない。)
|

医療機器

審査制度

クラスIは承認等不要。

クラスHは原則として第二者認証。
クラスⅢ及びクラスⅣは国による承認が
必要。

クラス1は原則として承認等不要。

クラスH、 Ⅲ、lVは原則として国による承認が必

墨。              ,

クラスIは承認等不要。

クラスH,Ⅲ ,Ⅳは第二者認証。

国の医療機器

審査手数料

937万円
(臨床あり、クラスⅣ、含適合性調査 )

218千ドル(1:962万 円)[1ドル90円で換算] 民間の認証機関による認証のため統一価格は
ない。

日米欧における審査体制等の比較 (独 )医薬品医療機器総合機構

※医療機器は国際基準に基づきクラス分類されており、人体等に及ばす危険度に応じ、最も危険度が低いものがクラスIに、最も危険度が高いものがクラスⅣに分類される。



(独 )医薬品医療機器総合機構

副作用症例報告件数の比較(年間)

※1ワクチンについてはCBERが担当で本表から除外。

※2欧州の規制当局EMAは、域内規制当局の調整機関(c00rdinalon body)。 欧州の報告件数は英国分を含む。また、「外国」
はE∪域外を指す。

※3米国では、58万件程度の報告があるが、副作用報告システムAERS(Adverse ttvent RepottinO SyStem)に 受理されない
規定外の症例が約9万件ある。また、国内日外国のし`ずれか不明のものが約1.2万件あり、表からは除外。

日本 米国※1 欧州ド2 英国

総件数
約 18万件

[2009年度l

約49万幸反1告※3
[報告システム受理件数〕

[2009年 1

約49万報告
[2009年 l

約 13万報告
[2008/2o09年 l

国内症例

報告件数
約3.1万件

[2009年度〕

約30.1万報告※3

12009年 ]

約26.8万報告
[20091三 l

約2.5万報告
[2008/2009年 1

外国症傷1

報告件数
約14.1万件

[2009年度 ]

約17,8万報告※3

[2009年 1

約 22.0万報告※2

120091三 ]

約10.6万報告
[2008/2009有三]



諸外国において医薬基盤研究所に相当する機関の概要

国名 機関名
組織
形態

人員 機関概要

米国

National lnstitutes of Health

(NIH),DHHS
国立

約 18,000人

(うち研究者約
6,000ノk)

世界最大の医科学・健康に関連する国立研究機関 (米国保
健社会福祉省管轄の27研究所の複合体 )。 自ら行う研究とし
て基礎研究、臨床試験、医療に係る各種情報発信等を実施
するとともに、研究管理者であるプログラムオフィサー等を活
用して外部に研究費の配分を行う機能も併せて有している。
2010年予算は約310億ドル(約 2兆7千億円)。

NatiOnal Science Foundation

(NSF)
国立 約2,100人

医学口健康に関する基礎研究から臨床応用までの研究費支
援を行う国立研究機関。2010年予算約69億ドル(約 5千 9百億
円)のうち、ライフサイエンス分野は約53億ドル(約 4千 5百億
円)。

Oregon National Primate

Research Center(ONPRC) 国立 230人 (研究者 )

連邦支援による8施設の国立霊長類研究センターの一つで
あり、アカゲザル、ニホンザル、ミドリザル、ヒヒ、カニクイザル
から構成されるサルのコロニーを育てている。基礎及び応用
生物医学研究を目的として、受精率、初期胚発生、メスの健
康、脳の発達と変性、及びエイズ関連物質を中心とした新出
現ウイルスなどの研究を行つている。

The Office Of Orphan
Products Developmё nt

(○ OPD)
国立

アメリカ食品医薬局 (FDA)の一部門であり、希少疾病用医薬
品・医療機器の研究開発において、臨床研究の費用の税額
控除、研究開発への公的助成・支援、さらに、FDAへの承認
申請手数料の免除等を行つている。



英国

Royal Botanic Gardens,Kew
国立

(王立 )
約800人

1759年に宮殿併設の庭園として始まり、今では世界で最も有
名な植物園として膨大な資料を有している。2003年にユネス
コ世界遺産に登録された。多くの薬用植物を維持、保存する
とともに、貴重な薬用植物標本も多数保管されている。

National lnstitute for

Biological Standards and

Control(NIBSC)
国立 約300人

英国における国家検定機関であり、①生物製剤のバッチリ
リース、②WHO(世界保健機構)の標準品の整備(参照品の
製造及び標準化と管理)、 ③ワクチン開発時の技術的アドバ
イスを行つている。

Medical Research Counc‖

(MRC)
国立 約4,000人

大学・医療機関等における医科学研究を支援する国立研究
機関で、自身の研究所で行う研究、大学口医療機関等への研
究費支援、大学との共同研究等を実施。2008年予算で約7億
ポンド(約 940億 円)の研究費を助成。

カナダ
Canadian institutes of

Health Research(CIHR)
国立

基礎医学、臨床研究、医療制度等に係る研究費の支援を行
う、13の組織から構成される国立研究機関で、大学や医療機
関等に属する1万 3千人の研究者を支援。2009年予算は約9
億8千カナダドル (約 810億 円 )

フランス
Centre national de la

recherche scientifique

(CNRS)
国立
26,080人 (うち研
究者11,664人 )

フランス最大の政府基礎研究機関であり、10つの科学研究
部門で生命科学(SDV)等の幅広い研究を行つている。 j

欧 州
Committee for Orphan
Medicinal Products(COMP) 国立

欧州医薬品審査庁 (EMEA)の委員会で、希少疾病用医薬品
の指定を行つている。この指定により、治験実施計画書の作
成支援、各種申請手数料の減額又は免除の措置を受けるこ

とや、EUや加盟国のプログラムにより、研究開発支援のため
の助成金を受ける資格が与えられる。

シンガ
ポール
バイオポリス

国立、産
官学共同
研究

約2,000人

シンガポール国立大学等の公的研究機関や各国製薬企業
の研究開発拠点が集積し、大規模診断装置等の最新鋭の機
材が整備され、40社、2千人以上の研究者がバイオに係る研
究開発を実施。今後15～ 20年の間に150億シンガポールドル
(約 9600億 円)を投じてバイオ分野等支援する計画。



年金積立金管理運用(独 )

1諸1外国01年全1資1全1運用1機関||の|二1較

名  称

OASDI
(アメリカ)

CPPIB
(カナダ)

｀
GPF―G
(ノルウェー)

APl～ 4
(スウェーデン)

G PIF

(日 本 )

ソーシャルセキュリティ
カナダ年金制度投資
委員会

政府年金基金 (GPF「 G)

ノルウェー中央銀行投資

運用局(NBIM)  .
国民年金基金1～ 4

年金積立金管理

運用独立行政法人

実施主体 政府
公的な性格を有する特別法人

(政府からは独立)

ノルウェ〒中央銀行

投資運用局による運用

公的な性格を有する特別法人

(政府からは独立 )
独立行政法人

資産残高※
約236兆円
【市場運用なし】

(20o9年 12月 末 )

約12兆円

(2010年3月 末 )

糸勺43兆円
【全て海外資産】

(2010年 3月 末 )

縦]11り
`円

略基金綺2ソヒ円)

(2000年 12月 末 )

約123兆円
(2010年3月 末 )

基本 (参照)ポニトフォリオ 債券 100%

-
全て非市場性

財務省証券

債券 35%
債券 40% 債券 33%

債券 75%
全て海外資産

|■■ ■
‐
■ ■「 ■
lt■ 1

11■■ll●■■11
:|■ 株 式 60%|

i l■ : :| ‐.I■ |.1,|:■ |
■ :■  ■1■ ||● |

短期 資産ち%

運用実績

20094F度 4.9% 14.9% 25.5% 21.6% 7.9%

直 近 5年平 均
(2∞卜2009年度 )

※各年度の相彙平均

5。 2%

(暦年 (1-12月 ))

4.0%

(■3月 )

3.4%

(4-3月 )

5.0%

(AP4、 暦年 (1-12月 ))

0,8%
※手数料等控除前

(4-3月 )

職 員
566人

(2010年3月 末 )

249人
(2009年 12月 末

204人 (合計)
|    (2009年 12月末 )

75人
(2010年3月 末 )

役 員
理事12名

執行役員(CEO等 )29名
中央銀行の理事 7名

各基金に、理事9名 程度

執行役員(CEO等 )6γ 9名
理事長1名

理事1名

※為替レートは資産残高計上当時



諸外国におけるNCの研究部門に相当する機関の状況 NC(ナショナルセンター)

日本 アメリカ イギリス ドイツ その他

国立がん研究センター
Natlonal Cancer lnstitute(NCl)

国立がん研究所

The lnstitute of Cancer Research(ICR)

がん研究所

German Cancer Research Centre(dkfz)

ドイツがんセンタニ

The French Natlonal Cancer lnst:tute(InCa)

フランスがん研究所 (フランス)

the NaJonal Cancer Center Korea(NCCK)

韓国がんセンター (韓国 )

国立循環器病研究センター
National Heart,Lung,and Blood

lnstitute(NHLBI)

国立心臓・肺・血液研究所

Natlomal Heart and Lung institute(NHLI)

国立心臓・肺研究所

Max― Planck lnstitute for Heart and Lung

Research
マックスプランク心肺研究所

くarolinska institutet
カロリンスカ研究所 (スウェーデン)

国立精神・神経医療研究センター

Nauonal institute of Mental Health(NIMH)

国立精神保健研究所

National lnstitute of Neurological Disorders and

Stroke(NINDS)

国立神経疾患・脳卒中研究所

Institute of Psyohiatry(IoP)

精神医学研究所

Centre for Neulomuscular Diseases(CNMD)

神経筋疾患センター

Max―Planck lnstitute of Psychiatry

マックスプランク精神研究所

Max― Planck lnstitute of Neurologioal Research

マックスプランク神経研究所

Instltute of NeurOscience

中国科学院神経科学研究所 (中国 )

Institut de Myo!ogie,INSERM

国立医療研究センター 筋研究所 (フランス)

国立国際医療研究センター

National lnstitute of Diabetes and Diges● ve and

Kidney Diseases(NIDDK)

国立糖尿病・消化器疾患・腎疾患研究所

National lnstitute of A‖ ergy and lnfectious

Disease(NIA10)

国立アレルギー感染症研究所

Centre for Obesity and Related Metabo‖ o

Diseases

肥満・代謝異常センター

MRC Human lmmunology Unit
医学研究会議免疫研究部

Max― Planck lnstitute of lmmunobiology

マックスプランク免疫研究所

lelmhoLz Centre for lnfecJon Research(HZl)
ヘルムホルツ感染症研究センター

institute of lnfection and lmmunity,cIHR

感染症免疲研究所 (カナダ)

国立成育医療研究センター
National lnstitute of Child Health and Hurnan

Development(NICHD)
国立小児保健・発達研究所

nsutute of child Health(ICH)

Jヽ児保健研究所   「
Max― Planck lnstitute for Human Deveiopment

マックスプランク発達研究所

HOpital Robert Debr6

ロベルト・デプレ病院 (フランス)

国立長寿医療研究センター
National lnstitute on Aging(NIA)

国立老化研究所

he insutute for Agdng and HeJth(IAH)

リロ齢保健研究所

Ⅵax― PlanOk lnstitute for Human Congntive and

3rain Sciences

マックスプランク認知研究所

Institute OF Aging,CIHR

加齢研究所 (カナダ)

研究機関運営の状況

アメリカ健康福祉省(HHS)の下に国立衛生研究
所(NIH)を設置。メリーランド州ベセスダに20の
分野別研究所と臨床研究専門病院等を国立の
機関として設置している。

イギリスイノベーション・大学・技能省(DIUS)の
下に研究会議(RCs)、 保健省(DH)の下に国
立衛生研究所(NIHR)を 設置。分野別の研究
所を運営する資金を大学等に交付している。米
国のようにlヶ所に研究所を集中させていない。

ドイツ連邦教育研究省(BMBF)と州政府が共同
で研究を支援しており、大学のほか、4つの政府
系研究機関(マックスプランク学術振興協会、フ
ラウンホーフアー応用研究促進協会、ヘルムホ
ルツドイツ研究センター、ゴットフリート・ウィルヘ

ルム・ライプニッツ学術連合)に研究費交付を行
なつている。各政府系研究機関は多数の傘下
研究所を持つており、各分野について国を代表
する研究機関として位置づけられている。

のHPの I

※各機関の和名は臨床研究係で仮訳



考資料

報道関係者 各位

平成22年 6月 30日
大臣官房総務課        ‐

(担当日内線)

課長補佐 菊池 (内 7106)(直 3595-3036)
保険局保険課

(担当・内線 )
:課
長補佐 高木 (内 3243)(直 3595‐2556)

(代 表 電 話 )03(5253)1111

'特 別民間法人及び特例民法法人が加入する健康保険組合の保険料に
係る労使負担割合の見直しについて(要請)

先般、特別民間法人及び特例民法法人について、保険料の労使負担割合
を含む健康保険組合への加入状況等の実態把握調査 (※ 1)を行い、このたび
調査結果がまとまりました(別紙1)。

: 当該調査結果を踏まえ、事業主側の保険料負担割合を増加させる取扱い
がなされている健康保険組合のうち、厚生労働省単管(※2)の特別民間法人
及び特例民法法人が加入している健康保険組合 (月1紙2)に対し、保険料の労
使負担割合を国の取扱いと同様に労使折半への見直しの検討を働きかけて
いただくよう、本日付で当該特別民間法人及び特例民法法人べ要請すること
としましたので、お知らせします (男1紙 3)。

※1調査対象は、当省所管の特別民間法人及び特例民法法人のうち、特に国の関与が大きい次のい

ずれかに該当する法人

① 平成22年度において、国・独立行政法人から補助金等の支出を受けている法人
i  
② 国から権限の付与を受けている法人

※2「単管」=厚生労働省のみが所管しているもので、他省庁と共管していないもの



(別 紙 1)

法人名 加入する健康保険
保険料率

(組合の場合は口菫込み)

単位 :%

事業主側負担料率
(負担割合)
単位 :%

被保険者側負担料率
(負担割合 )
単位 :%

単管・共
管の別

中央労働災害防止協会 経済団体健康保険組合 6 035
30175
(500%〉

30175
(500%) 単 管

建設業労働災害防止協会 東京都土木建築健康保険組合
4

(500%)
4

(500%) 単 管

陸上貨物運送事業労働災害防止協会 東京 トラック事業健康保険組合 8 47フ
８５
％
侵
ｍ

８５

％ 単管

膵業 木材製造業労働災害防止協会 東京都木材産業健康保険組合 8 08
７‐
％

２

２

２９

％

３

４７ 単管

巻湾貨物運送事業労働災害防止協会 東京港運健康保険組合
９

％

９

％ 単 管

広業労働災書防止協会 全国健康保険協会 (東京支都) 818 ９
％

４

”

９

％ 単管

全国社会保険労務士会連合会 全国健康保険協会 (東京支都) 8 18
９

％
９

％ 単管

中央職業能力開発協会 経済団体健康保険組合 6 035
30175
(500%)

７５
％

０

０ 単管

社会保険診療報酬支払基金 社会保険支払基金健康保険組合
６

％
2 95

(453%) 単管

1( 企業年金連合会 厚生年金事業振興団健康保険組合 6 58
５８
％

４２

％ 単管

石炭鉱業年金基金 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18
4 09
(500%)

９

％ 単管

1 ヨ際厚生事業団 全国健康保険協会 (東京支部) 818
９

％

９

％ 単管

1 日本 ILO協 会 全国健康保険協会 (東京支部) 818 4 09

(500%)
９

％ 単管

1 がん集学的治療研究財団 全国健康保険協会 (東京支部) 818
９

％

９

％ 単管

1 ライフ プランニングセンター 東京都医薬健康保険組合 7 28
４

％

４

％ 単 管

| 日本医師会 全国健康保険協会 (東京支部) 818 4 09

(500%)
９

％ 単管

! 日本専門医制評価・認定機構 全国健康保険協会 (東京支部) 818
９

％

４

Ю
９
％ 単管

l 日本中毒情報センター 全国健康保険協会 (茨城支部)
５

％
５

％ 単管

1 日本医療機能評価機構 東京都医業健康保険組合 7 28
3 64

(500%)
４

％ 単管

日本救急医療財団 全国健康保険協会 (東京支部)
９
％

９
％ 単 管

歯科医療研修振興財団 全国健康保険協会 (東京支部) 8 18
９

％
９

％ 単管

日本歯科医師会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818 4 09
(500%)

９

％ 単 管

日本看護協会 全国健康保険協会 (東京支部) 8 18
９

％

９

％ 単 管

日本予防医学協会 東京都医業健康保険組合 7 28
４
％

４

％ 単管

放射線影響研究所 全国健康保険協会 (広島支部) 9 37
６８５

％

４
ｍ

６８５

％

４

ｍ 共 管

日本公衆衛生協会 全国健康保険協会 (東京支部) 818 ９
％

９

％ 単管

日本食生活協会 東糧健康保険組合 7 88 ０３８５
賜

４

５‐

８４‐５

孫

３

組 単 管

日本対がん協会 朝日新聞健康保険組合 5 766
38‖ 4
(661%)

1 9546

(339%) 単管

日本栄養士会 全国健康保険協会 (東京支部) 818 ９

％
９

％ 単管

難病医学研究財団 全国健康保険協会 (東京支部) 818 ９

％
９

％ 単管

骨髄移植推進財団 全国健康保険協会 (東京支部) 818 ９

％

９

％ 単管

日本臓器移植ネットワーク 全国健康保険協会 (東京支部) 818 ９
％
４
ｍ

4 09

(500%) 単管

ウイルス肝炎研究財団 全国健康保険協会 (東京支都) 818 ９
％
４
Ю

９

％

４
ｍ 単管

店核予防会 東京都医業健康保険組合 7.28
４

％

３

ｍ
６４
』

３

ｍ 単管

予防接種 リサーチセンター 全国健康保険協会 (東京支部) 818
９

％

９

％ 単管

全国生活衛生営業指導センター 全国健康保険協会 (東京支部) 818 ９

％

９

％ ユ管

日本病院薬剤師会 全国健康保険協会 (東京支部) &18 4 09
(500%)

９

％ 単管

支愛福祉財団 全国健康保険協会 (東京支部) 318
９

％

４

励
９

％ 単管

菫業医学振興財団 労働者健康福祉機構健康保険組合 5871
５５４
協

３
ｍ

３‐７
跳
２

ｍ 共 管

日本労働者信用基金協会 全国労働金庫健康保険組合
419
(616%)

―
％

２

ｍ 共管

"災

保険情報センター 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818 4 09
(500%)

０
％ 単管



法人名 加入する健康保険
保険料率

(組合0●●は口菫込み)
単位 :96

事業主側負担料率
(負担割合)
単位 :%

被保険者側負担料率
(負担割合 )
単位 :%

単管・共
管の別

4 港湾労働安定協会 東京港運健康保険組合 778 ９
％

９

％

３

ｍ 共 管

4 産業雇用安定センター 雇用 能力開発機構健康保険組合 8 345
９３

％

●

９
５７
％

３

０ 単管

4 全国シルバー人材センター事業協会 全国健康保険協会 (東京支部 )
９

％
９

％ 単 管

4 介護労働安定センター 雇用 能力開発機構健康保険組合 8345 ９３

％
輌
ｍ

θ
磁
３

０ 単管

41 国際研修協力機構 経済団体健康保険組合 6 035
７５
％
Ю
０

3 0175

(500%) 共管

C 21世紀職業財団 全国健康保険協会 (東京支部 )
９

％

４

ｍ
９
％ 単管

41 こども未来財団 経済団体健康保険組合 6035
７５

％

０

０
30175
(500%) 単管

“

日本介護福祉士会 全国健康保険協会 (東京支部 ) &:8
９

％

４

ｍ
９

％ 単管

日本介護福祉養成施設協会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18
９
％
４
ｍ

4 09

(500%) 単管

日本社会福祉士会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818 4 09

(500%)
９

％ 単管

日本社会福祉士養成校協会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818 ９
％

９

％ 単 管

ま 日本遺族会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818
９

％
９
％ 単管

日本傷痰軍人会 全国健康保険協会 (東京支部) 818 ９

％

４

ｍ
９

％ 単管

Ы テクノエイ ド協会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 118
９

％
９
％ 単管

51 日本障害者スポーツ協会 全国健康保険協会 (東京支部) 8 18
4 09

(500%)
９
％ 単管

日本障害者リハビリテーション協会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818
９

％

９

％ 単管

駁 シルバーサ‐ ビス振興会 出版健康保険組合 6 878
４６

％

６

３ ９３４
％

３

４６ 単管

駅 全国老人クラブ連合会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818 4 09

(500%)
９
％ 単管

61 国民健康保険中央会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18
９

％
4 09

(500%) 単 管

医療研修推進財団 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18
９
％

９

％ 単 管

a 柔道整復研修試験財団 全国健康保険協金 (東京支部) 818 ９

％
９

％ 単管

東洋療法研修試験財団 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818
９

％

９

％ 単管

6` 全国調理師養成施設協会 出版健康保険組合 6 878
４６
％

３４
％ 単管

Ⅸ 潟理技術技能センター 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18
９

％

９

％ 単管

61 全日本司厨士協会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818
９

％
409
(500%) 単管

日本調理師会 全国健康保険協会 (東京支部 ) &18 ９

％

９

％ 単管

3〔 全国ビルメンテナンス協会 全国健康保険協会 (東京支部) 8 18
９

％

９

％ 単管

3( ビル管理教育センター 全国健康保険協会 (東京支部) 8 18
９

％
９

％ 単 管

7r 理容師美容師試験研修センター 全国健康保険協会 (東京支部)
4 09

(500%)
９

％ 単管

崎水工事技術振興財団 全国健康保険協会 (東京支部 ) 818
９

％
９

％ 単管

7 医療機器センター 東京薬業健康保険組合
3 69

(500%)
９

％ 単管

7〔 日本労働安全衛生コンサルタント会 全国健康保険協会 (東京支部) 8 18
９

％

９

％ 単管

日本作業環境測定協会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18
4 09

(500%)
９

％ 単 管

安全衛生技術試験協会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18
９
％

９

％ 単管

日本ホテル  レス トランサービス技能協会 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18
９
％

９

％ 単管

社会福祉振興 試験センター 全国健康保険協会 (東京支部) 818 ９
％

９

％ 単管

長寿社会開発センター 全国健康保険協会 (東京支部 ) 8 18 409
(5007。 )

９
％ 単管

※全国健康保険協会に加入する事業所においては、当該事業所の本部を管轄とする協会支部の料率を記載している。 (支部の所在地が本部と異なる場合、管轄の支
部が異なり、適用される料率が異なる場合がある。)



傷J 紙  2)

加入法人名 健康保険組合名
率
％
料
‥
険
位
保
単

率料
＞
担
合
％

負
割
‥

側
担
位

主
負
単

業
＜
事
　
＾

被保険者側負担料率
(負担割合)
単位 :%

オ団法人日本食生活協会 束糧健康保険組合 ０３８５
秘
４

５‐
3 8415
(48_75%)

ヒ団法人シルバーサービス振興会

出版健康保険組合 6 878
3 6846

(53.6%)
３４
％

L団法人全国調理師養成施設協会

出会保険診療報酬支払基金 社会保険支払基金健康保険組合
６

％
2 95

(45 396)

林業・木材製造業労働災書防止協会 東京都木材産業健康保険組合
4 2371

(524%)
２９
％

企業年金連合会 厚生年金事業振興団健康保険組合 6 58
５８
％
鍋
躊

４２
％

財団法人日本対がん協会 腕日新聞健康保険組合 5:766
38‖ 4
(661%)

４６

％

■

３

財団法人産業雇用安定センター

■用・能力開発機構健康保険組合 8 345 ９３
％

3 3457

(40 196)

け団法人介護労働安定センター

※保険料率は平成 22年 3月 2日現在



(男lJ 紙  3)

該当特別民間法人、特例民法法人代表者 殿

平素より厚生労働行政の推進にご理解とご協力を賜り感謝申し上げま
す。

特別民間法人及び特例民法法人については、国民の厳しいご意見を踏
まえ、これまで国家公務員 OBが在籍する法人に対する補助金の削減、省
庁による再就職あつせんの禁止、冗費の削減等の取組を進めてきたとこ
ろです。
また、年明け以降はtこれらの法人改革を一層進めるため、行政刷新
会議における事業仕分けや省独自の事業仕分けに力日え、6月 18日 には、
所管法人に対し、役員ポス トの公募の実施を要請したところです。

こうした取組を更に進め、特別民間法人及び特例民法法人が国民から
真に信頼される組織となるようヽ、更なる見直しをお願いしたいと考えて
おります。

具体的には、貴法人が加入している健康保険組合については、保険料
の労使負担割合について事業主側の負担割合を増加させる取扱いがなさ
れています。
こうした取扱いにつきましては、貴法人が国からの補助金等の交付や
権限の付与により事業運営がなされていることに鑑みると、負担割合を
国の取扱いと同様に労使折半にしていただくことがより適切であると考
えております。      |
つきましては、保険料の負担割合の変更については健康保険組合にお
ける理事会等の議決はもとより、他の加入事業者の方々のご理解とご協
力が必要ではありますが、このような趣旨をご理解の上、貴法人自らが
加入する健康保険組合に対し、保険料の労使負担割合の見直しについて
働きかけに努めていただきますようお願い申し上げます。

平成 22年 6月 30日

厚生労働大臣 長妻 昭



考資料

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園視察概要

日 時 :平成 22年 9月 20日 (月 )10:00～ 12:401
参加者 :〔委員会〕松原委員、結城委員、事務局 (川 口)

〔のぞみの園〕遠藤理事長、篠原理事、渡辺理事 ほか

【概要説明】

別添資料に沿つて、遠藤理事長より概要説明   ~
口 当事者 口国民の意向で、できれば一生暮 らせるように、という趣旨で大規模施設

の構想。S46、 定員の関係や、職員確保の観点 (少 し高めの給与を出せる)か ら、特

殊法人としてスター ト。H15に独法化 し、「終の棲家」から「地域で暮 らせるように」

に大転換。<P.1>
・ 平均年齢は 59歳、平均入所期間は 34年。41都道府県か ら入所。<P.5-6>
・ 地域移行がなかなか進まないのは、入所当時の「一生…」お約束、保護者の代替

わ り、本人の地域体験不足等。<P.10>
・ H15.10か ら H22.3ま での移行者数は 89人。主な移行先はグループホーム等への

移行は 32人 、在宅は 6人。移行までの調整期間 (自 治体 口事業所 口家庭等)は約 1

年。 <P.13-14>
・ 国の政策課題に応 じたモデル的支援としては、知的障害のある矯正施設退所者ヘ

の支援や、精神科病院に社会的入院する知的障害者への支援等。<P.15-16>

“ 元々特殊法人としてスター トして、給与水準の適正化として、第 1期 中期目標期
間で国より高かつた人件費を H19'までに 14%引 き下げ、国並びとした。さらに給与

体系の見直 しを行い、国よりも低い水準 とした。<P.23>

【質疑】

<松原 >こ の法人が「終生保護」から「地域移行」へ舵を切つたのは、独法化が契機
なのか、障害者自立支援法制定に向けた議論が契機になつたのか、その前後関係は。

また、(制度の問題と思 うが)障害程度区分が非常に
｀
重 〈、どうやつても地域移行が

無理な方 口どうしても施設として抱えるべき方はいる、というスタンスなのか。

← ノーマライゼーションの理念 政`策が動いており、平成 15年の独法化が 1つのき
つかけとなって舵を切つたもの。

← 老健施設や特養と同様に、地域生活がやつてやれないこともないかもしれないが、
全体として相当コス トはかかるのでは。法人としては、高齢化して医療二―ズが高

いなど地域移行が現実的に無理な方には、一生お世話をするとの元々のお約束もあ

り、施設で見ていきたい。

<松原 >重度知的障害 (区分 4～ 6)は全国でどのくらいおられるのか。また、その



入所ニニズ (待機児童数に相当するような)はどれだけあるのか。制度の問題なの
で、厚労省の方からデータをいただきたい。

<松原>新規の方を受け入れているのかも
← 受け入れていない。矯正施設退所者の支援などモデル的支援としてのみ受け入れ。

<松原>終生保護のような考え方は国としてない、ということなのか。制度の問題で
あるが、委員会でも議論していきたい。

<松原>都道府県の同様の施設との比較も含め、独法として行うことの意義をどう考
えているか。
← ①総合施設の運営、②国の政策課題に対応した調査研究、③人材の養成研修を三
位一体で取り組み、その成果を全国の関係施設に普及していくこと。

<結城>こ こは施設としては必要だと思う。ただ、これだけ入所者が高齢化すると、
園内に特養を作ることなども必要では。入所者にとっては、ここが「地域」という

意識なのではないか。
← 実は、入所者にとっては家族への思いは非常に強い。そういう方はできるだけ地
元に、というスタンス。特養設置については、ここは今は介護保険不適用。適用す

ることになると、高崎市に全負担が集まることになる。         ´

<結城>国 として絶対やらなければならない理由は何か。施設の一部を社会福祉法人
に委託することも考えられるが、そういう主張はなかつたのか。
← 社福に委託というのは、有力な意見としては聞いていない。

<結城>(国の政策課題に応じた)モデル事業をやるにしても、本来は (実施を担う
市町村の取りまとめとしての)都道府県がやるべき役割ではないか。
← 全国の関係施設に成果を発信していくという役割がある。近年では、知的障害に
認知症も併せて発症している事例など、研究課題としてある。

<結城>入所者は関東近県が多いのか。
← 矯正施設退所者は、地域移行を目指すこともあって近県が多いが、精神科病院入
所者は全国から。矯正施設退所者への支援プログラムを昨年度に開発し、全国の関

係施設に提供したが、それだけでなく、今後は、支援の中心となる職員を育成して

いくことも重要であり、今年度から取り組んでいる。

<松原>私個人は、
｀
重度知的障害者の終生保護というものは必要と思つている。国で

やるか都道府県でやるかという問題はあると思うが。ただ、国の方針は、現入所者

が高齢化につれて段々フェイドアウトしていく、研究 口養成もそれに応じて縮小し

ていくということか。

<結城>知的障害者の高齢者介護の問題は重要であり、どう整理していくのか。



← 可能性としては介護保険の適用ということも考えられ る。制度の整理が しっか り
つけば、高崎市としても対応することになるのでは。

【園内施設の見学】                        ´

口あじさい寮 (強い行動障害のある方を支援している寮 )

・あかしあ寮 (経鼻経管栄養や胃ろう等の要医療入所者中心。職員配置はほぼ 1:1)
・あおぞら (園内にある地域生活体験ホーム :矯正施設退所者を含め、地域移行への

トレーニングとして、元職員宿舎を活用して共同生活)

・くるん (市内にある地域生活体験ホーム)

【施設見学後の質疑】

<結城>やはり施設の一部を社会福祉法人に委託することはできるのでは。それによ
り施設職員のマネジメント能力を高める方がいいのではないか。
← ケアホームなどはいずれ委託できると思う。同等のケアができるところにやって
もらうことはあり得る。ただ、一部分を切り離してやるよりも、研究、人材養成も

含めて全体として運営していく方が、職員配置の面でも効率的にできると考えてい

る。

<結城>要医療の方が多い「あかしあ寮」は、老健施設とすることは考えられるか。
← 切り離してやる方が割高になつてしまうのでは。

<松原>結城先生が言われたのは、国が直営する方式も民間委託する方式もある中で、
上手にコラボレーションしていくという考え方もあるのでは、ということ。例えば、

人材の養成についても (併存することで)民間に波及するという効果もあり得るか
もしれない。そういうことも委員会で議論していきたい。

<松原>「地域に返す」というときの「地域」とは、抽象的な地域ではなく、「親のい

るところ」であつて、そこで受入先がないと、単に保護をやめるだけとなつてしま

う。               、
←  「地域」とは、ご家族との関係というのが一番重要。まず家族とのつながりを優
先し (その方が自治体との関係でも連携が取れやすい)、 それが薄れている場合には

生活し慣れた地域…となる。

<結城>今後入所者の高齢化が進む中で、この法人の力量で高齢者介護までやれるの
か。介護保険べの移行というものも必要ではないか。
← 高齢者介護の専門家を呼んで職員研修を行つている。高齢者という視点だけでは
なく、知的障害という視点もやはり必要。なお、群馬県内でも、社会福祉法人で、

知的障害のある方中心の特養も 1つある。



<松原 >社会福祉法人・ NPOで できる所、できない所も見極めていきたい。全て地
域移行というのは難 しく、(ケアの)濃淡は必要。

<松原 >知的障害者のナショナルセンター的な機亀は必要で、地方厚生局の設置地域
(全国に 8か所)位を全国にあつてもいいのではないか。

<結城 >施設職員の職員配置はここだけで回 しているのか。
← 国 (厚労省 )・ 民間 (社会福祉法人等)と の人事交流を行つている。新規採用は毎
年 3-4人 。全体の定員削減がかかっている中で、非常勤職員で対応に努めている
が、厚労省の独法評価委員会で、非常勤職員を補充することで支援の質が保たれる

のかという指摘があり、悩ましい。

<松原 >高齢化の問題と、重度知的障害の問題は重なつてきている。特に新規受入れ
がないので、ここでは即高齢化につながる。この問題も委員会で議論 していきたい。

法人として委員会に伝えてほ しいことでもあれば。         |
← かつて独法化に当たって 180度路線変更 した。また急に大きく転換することにな
ると入所者も家族も職員も混乱 して しまうので、ある程度中長期的な方向性を示 し

ていたければ。現場としては。

<結城 >都道府県のコロニーは現在どうなっているのか。同様に民間委託を進めるの
、が難 しい要因は何か。

← 運営形態は様々であるが、全国に 19か所あるb大阪の金岡1コ ロニーでは、城下
町のように施設の近隣のグループホームに入所者を押 し出してきており、宮城の舟

形コロニーでも民間に頼んだ り、辞めた職員がグループホTム を立ち上げたりして
いる。コロニーの規模は縮小傾向。

← 民間のグルァプホーム等に移行させるにも、ここには全国から入所者が来ている
｀
ので同じようには難 しい(受入先の自治体も地元の在宅障害者を優先 しがち)。また、

都道府県が設置 したコロニーでは県単事業を作つたリコロニーから民間への移行支

援が しやすい面がある。

<敬称略>



事業運営の概況

平成22年 9月 20日 (月 )

独立行政法人 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園



昭和46年 1月 特殊法人心身障害者福祉協会の設立

1・
∵語紺万6革夜LI:・菫晨あ障響暮若する著あ施護天欝ぶ蔓1手

‐
淋
=え
ずI董畿僣讐著をもち豪歴あ暮蔚

‐
L

: が大きくマスコミに取り上げられ、総合的な福祉施設を建設すべき、との強い要望が各方面から出された
` :: ・このため、国の責任において、総合施設を設置することとし、昭和41～ 45年度まで群馬県高崎市に建設。:

:・運営に関しては、総合施設が当時例のない大規模力
:3      塩雇眉里ξ』響諏曹1躍  :: の人事交流等を効率的口弾力的に行える形態が望」

≒._.主21..:.m.1.:.1.… :.…………":`… .:.……………1.".∴。…""二 .……….………………"1・ニロ……1.……………r∫

昭和46年4月 国立コロ■―のぞみの園が開園

騒騒 轟轟 ‐
‐――――ご―“二

‖

平成13年 12月 特殊法人整理合理化計画に基づき、独立行政法人化が決定

:・重度知的障害者のモデル的な処遇を行う施設と明確に位置付け                  :

平成 14年 12月 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法が成立

平成 15年 10月 独立行政法人に移行



1.発 足 平成15年 10月 1日  独立行政法人化
第1期中期目標期間 平成15年10月 1日 ～ 平成20年 3月 31日     :
第2期中期目標期間 平成20年 4月 1日 ～ 平成25年3月 31日

: 重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、 |
: 知的障害者の支援に関する調査及び研究等を行うこと:こより、知的障害者の福 |

! 祉の向上を図る。(のぞみの園法第3条)                |

2.目 的

(※ )特殊法人時代の「終生保護」から、「自立(地域移行)」を目的とした福祉施設に転換しt併せて調査・研
究等の成果等を全国に情報発信する、知的障害福祉に関するナショナルセンタ=に変更

3.事業の概要

(1)

(2)

(3)

(Z年 )

(5)

重度の知的障害者に対する自立のための総合施設の設置・運営

知的障害者の自立と社会参加に関する調査、研究及び情報提供

知的障害者の支援業務に従事する者の養成及び研修

障害者支援施設の求めに応じた援助及び助言

附帯業務   ―
診療所、ケアホーム、地域相談支援センターの設置・運営など

4.所在地

5.予算額

群馬県高崎市寺尾町2120-2

2,264百万円
1,764百万円
500百万円

ヽ
＝
―
―
ノ

等

当
華鳳
ち角
Ｆ
」

平成22年度 3:745百万円



_ 〇 組織と業務       法人事務局(2部 )、 総合施設(4部 )、 診療所

平成 22年 4月 1日現在

職員数 256人

中期計画口年度計画、評価委員会に
関すること、職員の給与、人事等

予算口決算及び資金計画等

施設の整備・保全、災害対策等

養成‐研修、実習に関すること等

調査・研究に関すること等

サービス管理総括、個別支援計画、
利用手続等

援助・助言t地域の障害者等べの相
談支援等      

‐

施設利用者に対する施設入所支援
(特別支援寮)       :
施設利用者に対する施設入所支援等
(自立支援寮 )

施設利用者に対する就労支援等

施設利用者に対する創作活動等の
援等

施設利用者に対する地域移行、地域
生活体験ホーム等

地域生活支援センター、ケアホーム

診療報酬の請求等

施設利用者等の健康管理、診療所の

内科、精神科t整形外科、皮
膚科、歯科、機能訓練科、臨
床1い理科     ノ

法人事務局

企画研究部

就労支援課

3



施設利用者や地域の障害者を対象として、障害者自立支援法に基づく障害福祉サービス等の多様な

サービスを提供。

◇相談支援
(高崎市障害者相談支援事業の受託

◇短期入所《定員4名》

◇地域生活支援事業

(日中T時支援)

◎地域生活支援センター

(宿泊体験、余暇支援の提供

◎心理外来 (相談)

◇施設入所支援

《定員420名》

生活寮 (17か寮)

◎地域生活体験ホーム
(3か i万)       |

(注)「◇」は障害者自立支援法に基
づくサービス
「◎」は法人独自のモデル事業
.ヽ......r… ...…

… … … …・
:..:...… … … …・・・・ ......

自立に向けた取組

,1廃結〕■

:ヽ「
霞軍亀ノ

◇生活介護

|  《定員460名》
◇自立訓練〔生活訓練〕

《定員40名》I

◇就労移行支援
《定員10名》

新◇就労継続支援
《定員20名》

(平成22年 10月実施 )

∞
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入所者数  371名 (男性 :221名 、女性150名 )
(平成 22年 4月 1日現在)

0平均年齢 E59歳 (32歳～88歳)   0平 均入所期間 :33.9年
0障害程度区分(区分lγ 6)の平均 5  0~出 身都道府県 :41都道府県(219市町村)

障害程度区分 該当利用者数
年 齢 区 分 別

49歳以下 50r‐ 59商撓 60-69病楓 70-79売費 80歳以上

非該当 0       (0.0%) 0 0 0 0 0

区分 1 0       (0.0%) 0 0 0 0 0

区分 2 0    ・  (0.0%) 0 0 0 0 0

区分 3 9         (2.4%) 0 5 3 ■
１ 0

区分 4 50     (1315%) 9 16 20
“
4 ■

１

区分 5 126      (33.9%) 18 52 47 8 イ
ー

区分 6 186      :(50.1%) 26 72 67 18 3

計 371       (100%) 53 145 137 31 5

～10年未満
10年から
20年未満

20年から
30年未満

30年～ 計

3A(0.80/0) 33人 (8.9%) 41人 (11.0%) 294A(79.30/0) 371ンに(1000/o)
5

平均 331 9年



出身都道府県

41都道府県
(219市町村)

区 分 男性 女性 汁

1 1ヒ 海 遁 5 1 6

2 盲 手 県 2 2 4

3 映 田 県 1 1 2

4 山 形 県 2 1

5 福 島 県 0 1 1

q 城 県 6 4

万 木  県 15

8 詳 馬 県 7 18

崎 玉 県 14 30

10 千 葉 県 26

東 一泉 割 59 27 86

12 神 奈  J:l 帰 7 16

13 断  潟  県 15
０
乙

14 曽 山 県 1 3 4

15 百 帰 2 2 4

山 梨  県 4 3 7

長 野 県 3 1 4

18 岐  阜  県 3 2 5

昇 岡 県 4 6 10

20 憂 知 県 2 4

21 二  重  県 0 2 2

22 滋 賀 県 1 1 2

京 都  廂 1 1 2

大 阪  廂 3 1 4

25 兵  庫  岬 4 2 6

26 奈  良  県 1 0 1

27 F口 歌 山 帰 1 1 2

28 鳥  取  県 2 1 3

０
４ 島 根 県 1 4 5

30 広  島  婦 1 2 3

31 山  口  県 0 0 0

32 徳 島 県 1 0 1

33 川  県 2 1 3́

34 愛  媛  ! 2 1 3

35 奇 知  県 2 0 2

36 福  岡  県 0 1 1

37 左 賀  県 1 0 1

38 人  分  ｀岬 2 0 2

ｎ
υ

¨
ハ

う
０

¨
′

雪 崎 県 1 1 2

コ l口 良 暉 0

6

41 札 幌  市 1 0

42 1山 ム
市 1 0 1

43

44

斬  潟  市 0 2 2

さいた ま市 2 3

45 千 葉 市 2 9
“
” 陵  浜  市 6 5

47

48

崎 市 1 1 2

静  岡  市 0 1 1

49

50

浜  松  市 1 0

名 古 屋 市 1 2 3

51

52

大 阪 市 0 2 2

神 一戸 市 0 3 3

53

54

岡 山 市 2 0 1 2

広 島 市 2 3

55 北 九 州 市 0 1 1

計 221 150 371

※都道府県数は、仙台市を「宮城県」、岡山市を「岡山

県」としてカウントするため、41都道府県となる。



(出典 :全国知的障害児者施設・事業実態調査報告 (財)日本知的障害者
福祉協会調べ)

全国 (入所更生施設) 国立のぞみの園

１

　

２

重度者の割合

IQ分布
測定不能

35以下

36鯰た上

未測定、不明  :

重複 障害者 数 (身障手帳所持者数)

重複障害加算受給割合

健康の状況

健康群 (元気、ときに風邪を31く )

病弱群 (やや病弱)

疾病群 (ほとんど病気がち)

不明

年齢構成
,15歳～19歳

20歳～39歳 :

40歳～59歳

60歳以上

70.8%

15.6%

53.4%
23.0%
7.9%

25.3%

91可 %

63.1%
12.2%
22.3%
‐
2.4%

1.0%

41.0%
42.9%
15.1%

100.0%

37.7%

55.0%
7.3%

73,3%

31.9%

53.5%
10.0%
36.5%

3.8%
49.6%
46.6%

３

　

４

　

５

6.
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就労移行班  8名 (2人 )
作業支援班 26名 (7人 )
(しいたけ栽培、請負(ビル清掃等)、

ホッチキス箱詰め)

木工班   13名 (1人)
手工芸班  42名

“

人)

陶芸班   40名 (3人 )
農芸班   11名 (1人 )

施設利用者の障害等の状況に応じて、敷地内日外の
様々な場所で多様なメニユニを提供。

※H22.3月 時点

[理il:穏潔塾亀雲墓ξ]
ち

音楽鑑賞、貼り絵等
48名 (10A)

「

だ
琴距鰻麓デ
リサイクル活動   約35名

かわせみ寮

あじさい寮

:寮内での日中活動
通院、機能訓練、音楽活動等
っ    約80名

歩行活動、ビーズ通し等 22名 (6人 )

ビーズ通し、軽作業等 28名 (8人)

■ロロロ

`     

｀
ロロ
ロロ

`

´  
″

※サテライト及び寮内日中
.重
症化t高齢化等により活動支援棟(本部)に通えない

施設利用者に対して日中活動を提供.

´.■ r´タオル畳みt読み聞かせ等 82名 (10人)
~_  

ロロロ
`  
ロロロロ

´

´

■
′

創作活動、料理、踊り等



地域移行の取組状況

一
刊

旭

支

侶

晰

日
生
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媚
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‥

‥

‥

‐

‥
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―
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―

‥

‥

‥

‥

‥

１

１

１

‥

‥
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

］

3本の柱がそれぞれ機能することにより、地域移行を達成することが

可能。

口地域移行の

ための個別

支援計画の

作成。
口施設内口外
にある地域
生活体験
ホームによる ′′ 三

段階的な宿 11子
泊体験、地

域生活体験
を提供。
口移行予定先
の見学、体

験利用。

※移行したら

定着支援 (フォローアツプ)

9

口移行先候補となる都道府県、市
区町村に対し、全国会議等の場
を活用して地域移行への理解と

協力を要請

「 〔21年度協力要請の状況〕     1tZli tlス :カカノ」
“
て晨目V′ 1ノ ″ヽ厖J              :

都道府県 1都1道 15県   24回  :
市区町村 74市 6暉 14町 1村 291回 :

・事業者情報を入手し、施設等
の責任者に対して直接交渉。

口地域移行の受皿として共同生
活介護 (ケアホーム)を開設

(3か所 )



地域生活移行支援事業の移行が困難な要因・理由と対策 ~

保護者 口家族の同意が得られにくい。
高齢化した家族が施設から出ることに 難色を示す。

(平成22年 6月 1日現在)
移行同意        33人 ( 8.9%)
同意の可能性     101人 (27.4%) 

｀

1 同意困難 (拒否・疎遠)235人 (63.7%)

家族が困難とする理由
・現在の生活の変化を求めない・のぞみの園の生活が一番安心できる

・「自分の子は無理」との固定概念日入所時の終身保護の約束

① 面会1時の個別説明
② 地域移行者紹介の「移行

課通信」の発行増    |
③.来園の少ない家族への家庭
1訪間による説明
④ 職員説明会年よる地域移行
の意義の説明
⑤ 移行先の社会資源の情報提
供 (見学・体験利用)

日中活動の

10



～国制度にないモデル的支援の実践γ

○ 全室個室の専用施設、職員宿
舎の空室、法人所有の建物等を活
用して地域生活を体験する事業 (
法人独自事業)

3か所設置 (H22.4.1現在).
: 利用者数1'名 職員数13人

2泊 3日 ～1か月

6か月～1年

宿泊体験 (短期・中期)

長期利用(施設内)

長期利用 (施設外 )

ケアホーム等

ケアホーム等

:(参考)地域生活体験ホ
ニム事業の実施  i

l...。 ,..。 ,'● ●●●●●1● ●●●。●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●'0●
●●●●●|● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

活から小集団の生活への環境の変化への対応
<職員,設備体制が確保された法人所有施設における支援>

支援計画による日中活動、余暇活動及び体力増進  .
<施設内の職員宿舎における支援>

社会資源の活用、商店街口交通機関の利用、住民との交流
_<施設外の一般住宅における支援>

〔平成21t年度宿泊体験の状況〕

区分 実人数 延べ人勢 延べ日数

宿泊体験 30名 55名 656日

※車イスを利用し、食事、排泄場画等で常時
身体介護を必要とする施設利用者に対する
宿泊体験を平成20年 11月から開始。

(実人数 3名 t延べ日数263日 )



●●●●●0● ●●●●●●●¨ "●
●●¨
"●
●●¨
"●
●0'● ●¨ 0'¨ ¨ ¨ "●

●●●●●●●●
"●
●●●●
"●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●¨ ●●●●●¨ ●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●¨ ●●●●0● ●●¨ ●●●●●●●●●●●¨ ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●
:

:(参考)移行者に対する地域生活の定着支援(フォローアップ) .|
:.""“

"..".●
●:0'“
"""。

0"“ 0● ¨ 0'0'い 0● ●
'¨
●|"¨
""""¨

●●¨
"'●
¨
“
¨
"¨ "¨

●●●●¨ ¨
"¨ "¨

|● ¨
"“
¨
""0'""""●

●|●
""""0'¨ “ "●

●●●
""●
|"● ●
"。
●●●

“ "●
●●・

■   ～国制度にないモデル的支援の実践～

者に対しては、診療情報の提供を実施。
｀

●また、移行後においては、安定した地域生活を継続でき

るよう、生活状況の確認等のフォローアップを実施。

診
療
情
報

の
提
供

移
行
直
前

の
健
康
診
断

の
実
施

法人直営のケアホーム等に移行した者に対して、

引き続き当法人が白中活動を含めた総合的な生活

支援を提供するための支援体制を整備b

"地域生活支援センターの設置 (20年4月 )

<相談支援、宿泊体験、余暇支援を提供>

地域移行者の地域生活べの定着を支援するため、移行前の健康診断を徹底するとともに、医療的な支援が必要な

12



II。 ■■●
“
●■●■●●●●●●●●●●●,■ ●■●

''●
●●●●|● ●●●●■●●●●●1''● ●●●●●●●●●■■●■●●●|● ●■●●●●●|● 1:

:(参考)地域移行の実績  、:
:.....・ ...● ●●●・ ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●|● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

●●Ⅲ…
●・●●●●●●●●・

① 地域移行者数及び移行先 (※ )県名のあとの()は、移行者数

第

１
期

② 地域移行者の状況 来地域移行をした者 (矯正施設等退所者3名を除く)86名の状況(()内は含んだ場合))

区  分 平均値 最小値～最大値

年齢 58:3歳 (5612歳 ) 34歳～77歳 (22歳～77歳 )

在籍年数,
33年 6か月(32年 6か月) 10年 3か月～38年 10か月(0,9か月～38年 10か月)

13

年  度 移行者数 移行先 都道府県名

平成15年度 0名

平成16年度 5 北海道、東京都、神奈川県、石川県、岡山県

平成17年度 6 宮城県、千葉県、群馬県、石川県t奈良県、岡山県

平成18年度 可4
岩手県、宮城県、長野県、千葉県、東京都t群馬県(5)、 福井県、
京都府、兵庫県、山口県

平成19年度 19
北海道、福島県(2)t茨城県 (2)、 栃木県、千葉県 (3)、 東京都、
群馬県 (2)、 愛知県 (4)、 岡山県、熊本県t宮崎県

平成20年度 24
山形県、埼玉県 (4)、 東京都 (2)t神奈川県、群馬県 (9)、 静岡県、
懸知県 兵ヽ産県 (2)1島根県 嵩ヽ知県`福岡県

平成21年度
(H22.4.1現在)

21
愛知県 (2)、 広島県 (2)、 長野県(3)、 福島県(2)、 山口県 (2)、
新淵県 雌ヽ皇県 群ヽ罵県 (3)i茨城県 (2)=栃太県 東ヽ東者R^二産県

北海道(2)、 岩手県、山形県、宮城県:(2)、 福島県(4)、 茨城県(4)、
栃木県 (2)、 長野県(4)、 埼玉県(4)、 千葉県 (5)、 東京都 (6)、
神奈川県(2)t群馬県 (20)、 新潟県、石川県(2)、 福井県、静岡県t
岐阜県、愛知県(7)、 奈良県、京都府、兵庫県 (4)、 岡山県 (3)、

2)、 山口県(3)

合計



③ 移行調整期間等
※地域移行をした者 (矯正施設等退所者2名を除く)86名 の状況 (下段()内は含んだ場合))

区  分 平均値      (最 小 ～ 最大 )

移行調整期間
平均期間  11.8か月  (0.3か月～65か月 )

(11.8か月      (0.3か 月 ～ 65か月 ))

移行調整回数
(行政、事業所、家庭等)

平均回数   30回    (3回 ～ 126回、)  :
(301コ       (3E]- 126巨 ]))

宿泊体験回数
<延べ日数 >

平均回数  0.7回    (0回 ～ 13回 )
(0.7回     (0回 γ 13回 ))

'<平均日数  3.5日      (0日 ～ 35日 )>
(3.4日       (0回 ～35回 ))

フォローアップ回数
平均回数  21.5回    (0回 ～ 63回 )   |

(22.1回    . (0回 ‐～ 63回 ))

④ l障害程度区分 ※地域移行をした者 (矯正施設等退所者3名を除く)86名の状況 (下段()´内は含んだ場合))
区分 非該当 1区分 1 区分21区分3 区分4 区分 5 区分61  合計

人数
0
(2)

■

Ｉ

３

１
17 22 25 18

86名
(89)

地域移行先 75.6%⑤

区分
グループホーム、
ヶアホーム

施設
(GH CHへ の移行が前提 )

施設 (※ ) 通勤寮 在宅

人数 32名 12名 38名 1名 6名

14

(※ )施設の内訳
入所更生、重心施設、
介護老人施設t身障療
護等



平成22年 9月 1
平成20年度

日時点で7人受入。うち3人は地域移行。
2人、平成21年度 3人、平成22年度 2人

所持金がほとんどなく、

住むところもなし

相談できる人力liいない

蔓入方

「「

_還讐乗話t4人程度、最長2年間の有期限 L
②住まいと所得保障に重点    、
③地域で暮らすための仕組づくり(就労等)

福祉サ=ビスの受給手続き
■ (受給者証の取得 コ療育手帳の取得等)「

L´

`′́                   
螢三二._■

1''´

′́

1合同支援会議          l
1         院 、 凛 韮 観 察 所 、 市 喜 村 |

_ヽ"_Eli12Fll12:111_____“ 」""“口́ノ

一般就労
福祉的就労

自宅、
一般住宅、
グループホーム、
ケアホ■ム

生活 (居住)支援、
日中活動1就労支援

15



特別支援寮に

て構造化等によ

る自立支援

16

■有期限 (最長3年)による受入
■生活支援・日中活動支援を提供

■定期的に出身自治体等と合同支

援会議開催
■支援成果を評価し地域移行

国立のぞみの園
の受入

精神科病院
に社会的

入院する知

的障害者

地域へ移

行

平成21年
度に1名



調査口研究のテーマはt外部有識者や厚生労働省の意見等を踏まえ設定するなど、

総合施設のフィールドを活用しながら、実効性のある調査「研究を実施。1

行動援護従業者養成研修プログラムの全国的な普及と行動援護サTビスの普及ヨ効果的な実施に

関する調査薔研究

福祉の支援を必要とする矯正施設等を退所した障害者等の地域生活移行を支援する職員のための

研修プログラムの開発に関する研究

重度・高齢知的障害者に対する地域移行のプロセスの確立に関する調査
口研究

行動障害を有するなど支援が困難な者に対する効果的な支援に関する調査
百研究

社会福祉士実習プログラム開発に関する研究

海外における知的障害者入所施設からの地域生活移行の現状と課題に関する研究

その他当法人に必要な研究

・方向性

指示

平成22年度 調査・研究テーマ

餌部あ研究者

知的障害福祉協会等
職能団体所属実践者、
大学等所属研究者

ほか

各研究班、

研究担当者

国立のぞみの園
調査,研究調整会議

・各部所の職員

“厚生労働省 (オブザーバー)

国立のぞみの園研究会議
・研究者 (学識経験者)
・国立のぞみの園

・厚生労働省(オブザーバー)

研究課題の



国の政策課題となつているテーマを取り上げ、厚生労働省の国庫補助金に応募し補助採択を受け

て研修事業を実施したほか、法人独自事業として「福祉セミナー」、「障害医療セミナ
ニ」を開催。

実 績 名称およびタイトル 開催場所 受講者数

■
１ 行動援護従業者養成研修中央セミナー
「都道府県インストラクターパワ

ニアツプ編」
東京都 101人

2 行動援護従業者養成研修中央セミナー ① 宮城県 81人

3 行動援護従業者養成研修中央セミナー② 京都府 147人

4 行動援護従業者養成研修中央セミナー ③ 福岡県 109人

5 国立のぞみの園福祉セミナー2010
「福祉サービスを必要とする罪を犯した知的

障害者等への地域生活支援に向けて」

高崎市 299人

6 国立のぞみの園福祉セミナー20101発達障
害～ライフステージに基づいた支援と理解」

高崎市 212人

7 障害医療セミナ■「発達障害の理解と支援」 高崎市 105人

8 障害医療セミナー「認知症の理解と支援」 高崎市 125人

2ん 5は、厚生労働省からの助成事業。全8回の受講者合計数は1,269人。

国立のぞみの園 主催セミナ‐(平成21年度)

18



診療所の取組状況

施設利用者に対する健康管理、医療的ケアの必要な寮への訪間医療・看護を実施。また、精神

科医と臨床心理士を配置し、行動障害等の著しく支援が困難な者に対応するなど、福祉部門と連

携した総合的な支援を提供。

施設利用者の健康管理、

医療的ケアの必要な寮への

訪問看護を実施

子宮がん口撃Lがん検診

インフルエンザ予防接種

褥措予防

/

う
ト

摂食・嘩下障害リハビリテTシヨン
シーテイング(座位訓練)

ノ 1診療 所 |
ヽ

児童思春期外来においては

五整雇1        起層混翼蟄tふ

19



2.標 榜 科 内科、精神科、整形外科、皮膚科、歯科

(参考)

'1,設  置

3.医療スタツフ

6.健康管理メニュー

①外来

昭和46年 4月 (平成7年 10月群馬県知事から保険医療機関の指定)

医師、歯科医師、看護師、歯科衛生士、診療放射線技師、薬剤師t臨

床検査技師、臨床心理士、理学療法士、事務員

健康診断、胸部X線、子宮がん響Lがん検診、褥療、摂食・嘩下障害、
シーティング指導、インフルエンザ予防接種等  

｀
 |

4.病 床 数 13床

5,主 な設 備 MRI、 X線撮影装置、歯科用パノラマ、超音波診断装置

(単位 :件 )

区分
平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成2o年度 平成21年度

施設利用者 一般 施設利用者 一般 施設利用者 一般 施設利用者 T般 施設利用者 一般

医科

15,086 1,864 16,725 1,771 17,320 1,959 15,654 1,755 16=913 2,499

16:950 18,496 19,279 17,409 19,412

歯科

2,301 548 2,331 291 2,237 229 2,105 150 2,367 156

2,849 2,622 2:466 2,255 2,523

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

10.7 11.6 11.2 10.8 11.8

20

②入院 (単位 :人、1日 平均)



1,中期目標の期間  平成20年 4月 1日から平成25年3月 31日 (第2期 )

2,業務運営の効率化に関する事項
① 平成24年度末までに期音(平成20年度当初)と比較して、人員を20%削減:

② 人件費改革と給与水準の適正化
③ 内部統制・ガバナンス強化への取組            :
③ 運営費交付金23%以上の節減
④ 随意契約見直し計画に基づき随意契約の適正化を推進

3,国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

①重度知的障害者の自立の
ためのモデル的支援

地域移行を積極的に推進し、

施設利用者数を3割縮減 (独
法移行時(平成15年10月 )
との比較 )´

②重度知的障害者の

地域移行及び行動障

害等を有する者など、
著しく支援が困難な者
への支援方法の調

査 1研究とその成果の

情報発信

③全国の知的障害関
係施設職員等を対象
とした養成田研修の実
施及びボランテイアの
受入等

④重度知的障害者の
地域移行、障害者自
立支援法に基づく
サービス支援技術等
に対する援助・助言

4:財務内容の改善 :

1総事業費(定年退職者に係る退職手当を除く3)I=占める自己収入の比率を40%以上にすること。
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人員(常勤職員)について、独法化以降、計画的に1割を超える削減を実施。

さらに、第2期に入り、21年度におぃて△29人 (対20年度当初)を削減し、日標達成に

必要な削減数の5割を2年目で達成する見込み。

(第 1期 ) (第 2期 )

20年度 21年度

256りヽ 246りk

目標(24年度末)
223人

区分 15年度(独法化後) 16年度 17年度 18年度 19年度

現員醐末)
307人
′口1民 101ヽ

297人 289人 281りk 274りに 267人

△40人 (△ 13.00//o)

(参考)人件費総額実績 (退職手当、社会保険料等を除く)

19年度
22

人件費総額について、独法化以降、約6億

円を縮減。第2期に入り、20年度の単年度
できらに約1億円を縮減し、21年度には、
給与制度の更なる見直しを行い、約3億円

~

を縮減。

単位 :百万円

15年度 16年度 17年度 18年度
‐
20年度



卜第1:期 :|

独法化以降、給与水準の引き下げを計画的に行つてきた(合計で140/0)ところであり、
21年度においても、平均4.8%相当の引き下げを実施。

区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

職員分
俸給△1.20%

賞与△025月
俸給

A3.50%
i奉給

A3.49%
俸給

∠ヽ3.50%

俸給

A3.50%
給与制度の

見直しを検討
俸給
月二翼ヨA4.8%

:            △14%削減 (役員も同じ)
r‐ ‐ ― “ ― ―

‐ ― ― … "― ―― ― 口 "‐ ‐ "‐ ― ― ―
‐ ‐ ― ― ― ― ¨ …

‥
“ “
― ― ¨ ‐ ― "― ‐― ― “ ― ― ― ― ― ― ■

|(申 期 目 標 )       :        

二:_":"_:1__l  

・

[澤菫     4塾
独法化以降t目標どおり約4億円(△ 13.08%)を節減。第2期に入り、21年度は計画ど
おり2億円(対 19年度)を節減し、22年度は計画上の数値よりもさらに△9.9%相当分を
減額しt2.5億円を節減ぢ

〔運営費交付金 予算額の推移 〕
(単位 :百万円 )

14年度 15年度 16年度 17年度´ 18年度 19年度

2,937 1,565 2,674 2,701 2,620 2,553

(特殊法人 ) (半期分 )
退職手当相当額を除く 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度概算要求

2,334 2,227 2,120 1,764 1,665

23
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国立のぞみの園の役割について

0国立のぞみの園は、
①重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供(総合施設の設置運営)

②知的障害者の自立と社会参加に関する調査,研究及び情報提供

③知的障害者の支援業務に従事する者の養成及び研修       :       |
等を、国の政策実現のために一体的に実施。          ´

○ 今後、我が国の障害福祉に関しては、障害者自立支援法の廃止及び新たな総合福祉制度の創設を予定。

→ 地域移行の更なる推進、新たな支援手法やサービス内容の標準化が必要。

→ 自立のぞみの園において、先導的・総合的な支援の実施とその現場を活用した調査研究・専門職員の養成
―百 1=語 力 I「恥 じI網お

「

ルバ

【国立のぞみの園の業務のイメージ図】

レ乱盤獄濫覇』
支援が困難な者のモデル的な支援を実践②調査中研究

総合施設のフィール睦 活用して、国の

障害者福祉施策の課題等に関する調査・

研究を実施

③養成・研修

:モデル的支援の実践や調査・研究の成
果等を踏まえ、全国の知的障害関係施設
等職員の養成・研修を実施[垂褻亜 誕 ]

国の管理下にあることが必要

○ 障害者の地域移行と大規模入所施設の縮減の範を全国に示す。
O 国の政策の転換期にあり、新制度実施に必要な調査研究及び養
:成研修が確実に行われる体制を確保することが必要。

三業務を一体的に行うことが必要

○ 調査研究及び養成研修はtモデル的支援を行う現
場が必要。
Oモデル的支援と調査研究:養成研修の成果を相互
に反映させることが最も効果的。



(参考)施設利用者の見込 (イメージ図)

S.46(1971) H.15.10(2003) ｀
H.20(2008)殊法人運営開始

地域移行 等により1日法人時代の施設利用者は減少し、今後はモデル的支援の
対象者が中心になる。

H.30(2018)
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H`25(2013)

第3期 (予定 )

地域移行 ほか
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!   第1期
現員499人

第2期
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※質二量の充実


